
再評価（再々評価）個表 

事 業 名 都市計画街路事業 事業主体 愛媛県 

施設･工区名等 
都市計画道路 

3・4・56号余 E

よう

AAE戸 E

ご

AAE北吉田 E

き た よ し だ

AAE線 E

せん

 
事業箇所 

自：松山市
ま つ や ま し

南吉田町
みなみよしだちょう

 

至：松山市
ま つ や ま し

北吉田町
きたよしだちょう

 

事業主旨 

(都)余戸北吉田線は、松山市中心部の渋滞緩和を図るとともに、松

山ＩＣから松山空港等へのアクセス向上を図るため、国・県・松山市

が協同で整備を進める松山外環状道路空港線（以下、「空港線」という。）

の一般道路部のうち、（主）伊予松山港線と（主）松山空港線（新空港

通り）との間 1.3kmを整備するものである。 

再評価の 

実施理由 
「新規採択後１０年が経過して継続中」の交付金事業 

１．地域の概要 

松山市内中心部は、一般国道 11 号、33 号、56 号などの主要幹線道路網が南北放射状

に一極集中し、松山市内の東西方向の流動を松山環状線に依存している道路網であるこ

とから、松山市内の渋滞混雑は県内の他の地域に比べ深刻であり、日常生活や社会経済

活動、救急医療活動、観光振興等に大きな影響を及ぼしている。 

特に、一般国道 33 号、56 号や(主)松山空港線、松山環状線では日常的に慢性的な渋

滞が発生しており、松山自動車道松山ＩＣや松山空港、松山港等への円滑なアクセスが

阻害されている。 

２．事業概要及び事業経緯 

事業採択 平成２１年 完成予定 平成３６年 

用地着手 平成２４年 工事着手 平成２４年 

全体事業費 ６,８１０百万円(うち用地補償：５，００１百万円) 

(1)事業概要 
計画延長：１．３ｋｍ 

車道幅員：片線３．０ｍ×１車線・上り下り分離（総幅員 21.5ｍ） 

(2)事業経緯 

都市計画決定     平成２０年３月 

事業採択         平成２１年度 

都市計画事業認可   平成２１年１１月 

用地着手       平成２４年度 

工事着手       平成２４年度 

都市計画事業認可変更 平成２９年３月 
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３．事業の必要性及び整備効果等 

(１)事業の必要性  

 

松山市内中心部は、一般国道 11 号、33 号、56 号などの主要幹線道路網が南北放射状

に一極集中し、松山市内の東西方向の流動を松山環状線に依存している道路網であるこ

とから、市内中心部では日常的に慢性的な渋滞が発生しており、日常生活や社会経済活

動、救急医療活動、観光振興等に大きな支障となっている。 

また、松山自動車道松山ＩＣなどが位置する松山市南東部地域と松山空港、松山港な

どが位置する松山西部地域とのアクセスにおいては、慢性的な渋滞が生じている市内中

心部の主要幹線道路が主なルートとなっており、多大な渋滞損失によって物流・経済活

動に大きく影響しているほか、大規模災害時の救急医療活動や救援物資輸送などの防災

面においても、広域防災拠点や主要交通拠点間の移動に支障をきたすことが想定される。 

以上の現状から、松山市内の渋滞緩和、主要拠点間のアクセス性向上が課題となって

おり、（都）余戸北吉田線を含む松山外環状道路空港線の整備によるこれら課題の解決が

求められている。 

(２)事業の整備効果  

○松山市内・中心部の渋滞緩和 

・市内中心部への交通流入の減少・分散を図り、市内の慢性的な渋滞が緩和 

 ⇒ 混雑度の改善や渋滞損失の低減による社会経済活動の効率化 

 ⇒ 救急医療施設への搬送時間の短縮と救命率の向上効果 

 ⇒ 旅行速度の向上による沿道環境の改善効果 

○主要地点間のアクセス性向上 

・松山道松山ＩＣと松山空港、松山港等が直結され、これら相互のアクセス性が向上 

 ⇒ 年間 300万人の松山空港利用者のアクセス時間の短縮と定時性の確保 

  ⇒ 港湾機能の強化や大型クルーズ船観光との連携による物流・人流の交流拡大 

○緊急輸送道路ネットワークの形成と防災力の強化 

・一次緊急輸送路を補完し、緊急輸送道路ネットワークを強化 

 ⇒ 愛媛県地域防災計画の広域防災拠点と松山ＩＣや松山空港・松山港など主要交通 

拠点のアクセスを強化し、災害時の救命活動や物資輸送の円滑化を促進 

 

○松山西部地域（南吉田町地区）の混雑度の改善 

・渋滞のボトルネックとなっている（主）伊予松山港線と（主）松山空港線との交差 

 点付近のクランク箇所の解消を図り、円滑な交通流を促し交差点混雑が緩和 

○松山西部地域（南吉田町地区）の安全で快適な自転車・歩行者空間の創出 

・一般道路部（上り線、下り線）に自転車歩行者道が整備され、歩行者・自転車の 

通行の安全性が向上 

○地域高規格道路自動車専用道路部へのアクセス向上 

・一般道路部の整備により、併走する自動車専用道路へのアクセス、自動車専用道路

から沿道へのアクセス、自動車専用道路によって分断される地域間の移動等が可能

となる。 
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(３)事業を巡る社会経済情勢等の変化  

【地域（地元）の協力体制】 

・今後予定されている大規模工場施設の大型補償物件１件を除くと、平成 30年度末ま

でに用地補償費ベースで約 86％が完了見込みであり、今年度予算において市道新玉 49

号線（生石街道）までの用地取得をほぼ終える状況となっている。 

【周辺の公共施設】 

・広域交通拠点として、松山港、松山空港、松山自動車道松山ＩＣがある。 

・大規模公共施設や広域防災拠点・防災備蓄倉庫として、愛媛国際物流ターミナル 

（I-LOT）、愛媛国際貿易センター（アイテム愛媛）、松山中央公園等がある。 

【外環状道路開通状況】 

・平成 28年 12月 松山外環状道路インター線自動車専用道路部が全線開通 

・平成 29年 9月 外環空港線（国道 56号～（主）伊予松山港線）一般道路部が開通 

４．事業の進捗状況及び進捗の見込み 

 

(うち用地補償費) 

Ｈ３０末投資事業費 

 

(３,６１０百万円) 

  ４,６７６百万円  

[進捗率：８５．９％](大型補償費除く) 

[進捗率：７２．２％](用地補償費ﾍﾞｰｽ) 

[進捗率：６８．７％](事業費ﾍﾞｰｽ) 

(１)事業の進捗状況  

本事業区間は、平成 21年度に事業着手し、全体事業費 68億円に対し、平成 30年度末

の進捗率は、事業費ベースで約 69％見込となっている。 

用地買収については、今後予定されている大規模工場施設の大型補償物件１件を除く

と用地補償費ベースで約 86％が完了しており、（主）松山空港線（旧空港通り）前後ま

での用地取得をほぼ終える見込みとなっている。 

平成 28年度頃より県施行街路区間の本格的な道路改良工事に着手し、南側工区の用地

取得済区間から擁壁工事などの施工を順次進めており、今年度から堂之元川橋梁（上下

線分離橋）の下り線のＰＣ桁製作や橋台工事に着手している。 

(２)これまでの整備効果  

 えひめ国体開催前の平成 29 年 9 月に（主）伊予松山港線交差点への暫定取合せ工事を

行い、一般国道 56号から松山空港手前までのアクセス性向上に寄与 

(３)今後の事業進捗の見込み  

現在、本事業起点部から（主）松山空港線（旧空港通り）前後までの間の用地取得を

ほぼ完了しており、引き続き、県道松山空港線(旧道)から終点間の用地買収の進捗を図

り、調整に時間を要した事業所の大型補償や北吉田町地区の交渉に着手していく。 

また、道路改良工事については、南側工区の用地取得済区間から擁壁工事などの施工

を順次進めており、今年度から堂之元川橋梁（上下線分離橋）の下り線のＰＣ桁製作や

橋台工事に着手しており、概ね４ヵ年での橋梁工事完成を目指している。 

引き続き、残工区の用地取得及び道路改良工事を進め、平成 36年度の全線完成供用を

目指している。 
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５．事業の投資効果（費用対効果分析） 

（１）事業全体 費用便益比 

Ｂ：総便益     ＝ ８８７億円  Ｃ：総費用     ＝ ６４３億円 

   走行時間短縮便益 ７３０億円    事業費      ６３４億円 

走行経費減少便益 １１７億円     維持管理費    ８．７億円 

交通事故減少便益   ３９億円 

                    Ｂ／Ｃ  ＝８８７／６４３ ＝１．４ 

 

（２）残事業 費用便益比 

Ｂ：総便益     ＝ ３３３億円  Ｃ：総費用      ＝ ２２７億円 

   走行時間短縮便益 ２９２億円    事業費       ２２０億円 

走行経費減少便益   ２４億円    維持管理費     ７．１億円 

交通事故減少便益  １８億円 

                    Ｂ／Ｃ  ＝ ３３３／２２７ ＝１．５ 

 

６．コスト縮減や代替案立案等の可能性 

本事業区間は、平成 21 年度に事業着手して以降、測量設計・用地買収を着実に進め、

平成 28 年度頃より県施行街路区間の本格的な道路改良工事に着手し、当初計画の全体事

業費から変更なく事業を推進している。 

昨今の上昇傾向にある労務単価や材料価格の動向を注視し引き続きコスト縮減の実施

に取り組む。 

７．そ の 他 

○第六次愛媛県長期計画への位置付け 

・広域・高速交通ネットワークの整備として、地域高規格道路松山外環状道路の事

業推進により幹線道路網の整備に努める。 

・快適な暮らし空間の実現として、松山外環状道路の整備により、幹線道路におけ

る交通渋滞や歩行者の危険解消と、交通の円滑化による環境負荷の低減を図り、

快適で魅力あるまちづくりを推進する。 

 

○松山広域都市計画区域マスタープラン（H16.3策定、H29.4改訂）への位置付け 

・地域の連携・交流・連結を支援するため、地域高規格道路松山外環状道路を放射

環状型道路網の新たな路線として配置し、整備推進を図る。 

 

○松山都市圏道路整備促進期成同盟会からの要望 

・松山市・伊予市・東温市・松前町・砥部町の首長で構成される松山都市圏道路整

備促進期成同盟会において、整備促進要望を受けている。 
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８．対応方針（素案） 

 

○ 都市計画道路余戸北吉田線については、松山外環状道路空港線と一体となって、 

松山ＩＣ・松山空港・重要港湾松山港の各主要拠点相互のアクセス性の向上や 

松山西部地域と中心部との人流・物流の促進に寄与する事業である。 

 

○ 松山市中心部の交通分散や渋滞緩和、歩道空間の創出による歩行者･自転車の安全 

確保に寄与する事業である。 

 

○ 費用便益分析マニュアルに基づく３便益を用いた費用便益比(Ｂ／Ｃ)が事業 

全体・残事業ともに１を超えている。 

 

○ 費用便益分析マニュアルの３便益（走行時間短縮・走行経費減少・交通事故減少） 

以外に、以下のとおり多岐多様にわたる整備効果が期待できる事業である。 

  ・旅行速度の向上による沿道環境の改善効果（CO2や NOxなどの削減効果） 

  ・渋滞緩和や定時性の向上による道路利用者の時間信頼性の向上効果 

  ・救急医療施設への搬送時間の短縮による救命率の向上効果 

 

よって、当該事業の完成に向けて 『 事業継続  』 といたしたい。 
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１．地域の概要                           

 松山市内中心部は、一般国道１１号、３３号、５６号などの主要幹線道路網が南北

放射状に一極集中し、松山市内の東西方向の流動を松山環状線に依存している道路網

であることから、松山市内の渋滞混雑は県内の他の地域に比べ深刻であり、日常生活

や社会経済活動、救急医療活動、観光振興等に大きな影響を及ぼしている。 

特に、一般国道３３号、５６号や県道松山空港線、松山環状線では日常的に慢性的

な渋滞が発生しており、松山自動車道松山ＩＣや松山空港、松山港等への円滑なアク

セスが阻害されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 事業位置図】 
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２．事業概要及び事業経緯                      

（1）事業概要 

 松山広域都市計画道路余戸北吉田線（以下、「（都）余戸北吉田線」という）は、松

山市内の渋滞緩和を図るとともに、松山自動車道松山ＩＣから松山空港等へのアクセ

ス向上を図るため、国・県・松山市が協同で整備を進める松山外環状道路空港線の一

般道路のうち、県道伊予松山港線（南吉田町地内）と県道松山空港線（北吉田町地内）

の間 1.3km を整備するものである。 

本路線の整備により、松山市内への交通流入を減少・分散させ市内の日常的な慢性

的渋滞の緩和を図るとともに、松山道松山ＩＣと松山空港、松山港等と相互のアクセ

ス性の向上や緊急輸送道路ネットワークの強化を図る。 

 

（2）事業経緯 

都 市 計 画 決 定    平成２０年 ３月 

事 業 採 択    平成２１年度 

都 市 計 画 事 業 認 可    平成２１年１１月 

用 地 着 手    平成２４年度 

工 事 着 手    平成２４年度 

都市計画事業認可変更    平成２９年 ３月 

 

 

 

 

  

【図 松山外環状道路空港線 施工区分図】 
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【図 松山外環状道路空港線 標準断面図】 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 （都）余戸北吉田線 概要図】 
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事業再評価箇所 延長 1.3km 
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自動車専用道路

事業再評価箇所

松山空港 
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３．事業の必要性及び整備効果等                  

本事業は、自動車専用道路高架部と一般道路側道部との一体構造の道路形態である

松山外環状道路空港線の一部を形成するものであり、また、国・県・松山市との３者

協同施行事業である。 

このため、本事業区間である一般道路側道部のみで成り立つ性格の事業ではなく、

一体的な整備を図る必要があり、またその整備効果についても一体的に計測・把握す

ることが重要であるため、本事業が一部を形成している松山外環状道路空港線につい

て着眼する。 

 

 

（1）事業の必要性 

松山市内中心部は、一般国道１１号、３３号、５６号などの主要幹線道路網が南北

放射状に一極集中し、松山市内の東西方向の流動を松山環状線に依存している道路網

であることから、市内中心部では日常的に慢性的な渋滞が発生しており、日常生活や

社会経済活動、救急医療活動、観光振興等に大きな支障となっている。 

また、松山自動車道松山ＩＣなどが位置する松山市南東部地域と松山空港、松山港

などが位置する松山西部地域とのアクセスにおいては、慢性的な渋滞が生じている市

内中心部の主要幹線道路が主なルートとなっており、多大な渋滞損失によって物流・

経済活動に大きく影響しているほか、大規模災害時の救急医療活動や救援物資輸送な

どの防災面においても、広域防災拠点や主要交通拠点間の移動に支障をきたすことが

想定される。 

以上の現状から、松山市内の渋滞緩和、主要拠点間のアクセス性向上が課題となっ

ており、（都）余戸北吉田線を含む松山外環状道路空港線の整備によるこれら課題の解

決が求められている。 

 

(2) 事業の整備効果 

1) 松山市内中心部への交通流入の減少・分散を図り、市内の慢性的な渋滞が緩和 

   ⇒ 混雑度の改善や渋滞損失の低減による社会経済活動の効率化 

   ⇒ 救急医療施設への搬送時間の短縮と救命率の向上効果 

   ⇒ 旅行速度の向上による沿道環境の改善効果 

 

2) 松山道松山ＩＣと松山空港、松山港等が直結され、これら相互の時間短縮や 

定時制確保などアクセス機能が向上 

   ⇒ 年間 300万人の松山空港利用者のアクセス時間の短縮と定時性の確保 

    ⇒ 港湾機能の強化や大型クルーズ船観光との連携による物流・人流の交流拡大 

 

3) 一次緊急輸送路を補完し、緊急輸送道路ネットワークの形成と防災力の強化 

   ⇒ 愛媛県地域防災計画の広域防災拠点と松山ＩＣや松山空港・松山港など主要

交通拠点のアクセスを強化し、災害時の救命活動や物資輸送の円滑化を促進 
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4) 松山西部地域（南吉田町地区）の混雑度の改善 

⇒ 渋滞のボトルネックとなっている県道伊予松山港線と県道松山空港線との

交差点付近のクランク箇所の解消を図り、円滑な交通流を促し交差点混雑が

緩和 

 

 5) 松山西部地域（南吉田町地区）の安全で快適な自転車・歩行者空間の創出 

⇒ 一般道路部（上り線、下り線）に自転車歩行者道が整備され、歩行者・自転

車の通行の安全性が向上 

 

6) 地域高規格道路自動車専用道路部へのアクセス向上 

⇒ 一般道路部の整備により、併走する自動車専用道路へのアクセス、自動車専

用道路から沿道へのアクセス、自動車専用道路によって分断される地域間の

移動等が可能となる。 

 

 

1）松山市内の渋滞緩和 

1-1) 現状と地域の課題 

松山市内中心部は、一般国道１１号、３３号、５６号などの主要幹線道路網が南北

放射状に一極集中し、松山市内の東西方向の流動を松山環状線に依存している道路網

であることから、市内中心部では日常的に慢性的な渋滞が発生しており、日常生活や

社会経済活動、救急医療活動、観光振興等に大きな支障となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真 松山環状線渋滞状況】 

 

 

松山市周辺には主要渋滞箇所が２１区間（７６ 箇所）あるが、そのうち外環状道

路空港線の近傍路線には、５区間（１９ 箇所）が分布している。（事項の図の区間２,

５,16,17,18 が該当） 

 

10 

 



 
出典：平成２９年度第２回愛媛県渋滞対策協議会資料 

                      【図 松山市周辺主要渋滞箇所】 

 

1-2) 整備効果 ～混雑度の改善や渋滞損失の低減による社会経済活動の効率化～ 

松山市内中心部への交通流入の減少・分散を図り、市内の慢性的な渋滞が緩和され

ることで、混雑度の改善や渋滞損失の低減による社会経済活動の効率化に寄与する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【図 松山市街地部の混雑度】 

（上図：整備前、下図：整備後） 
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整備前

整備後



1-3) 波及効果 ～救急医療施設への搬送時間の短縮と救命率の向上効果～ 

松山市の救急車出動件数は、平成 27 年以降、増加傾向にあり、患者を他の医療施

設へ搬送する「転院」のための出動件数も約 2,000回/年を数える。また、松山地区に

は三次救急医療施設は愛媛県立中央病院と愛媛大学医学部附属病院の２施設であるが、

松山市内の救急医療施設からのアクセス路線は、多くの区間で混雑度 1.0を上回る状

況にあり、1分 1秒を争う急患搬送において渋滞の緩和が喫緊の課題となっている。 

 本路線の整備により、市内中心部の渋滞・混雑が緩和され、救急医療施設への搬送

時間の短縮が図れるとともに救命率向上などの医療面での波及効果が期待できる。 

 

 
資料）松山市における救急車搬送の実態、救急医療施設：松山消防年報 

【図 松山市における救急車搬送の実態】 

 

【図 空港付近の二次医療施設から三次医療施設への所要時間】 

※整備前所要時間は平成 27年度全国道路・街路交通情勢調査結果を使用   

※整備後所要時間は平成 42年交通量推計結果を用いて算出した試算値 

 

【関係者の声（松山中央消防署 署員）】 

1分1秒を争う患者のためにも、松山環

状線を効果的に利用したいが、日中帯も含

め渋滞が激しいため、救急搬送時には松山

環状線は極力避けている。 

松山外環状道路の整備により、市内混雑

緩和、さらには、救急搬送時間の短縮につ

ながることを期待している。 
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1-4) 波及効果 ～旅行速度の向上による沿道環境の改善効果～ 

松山市内の渋滞緩和による旅行速度の向上により、ＣＯ２（二酸化炭素）、ＮＯｘ（窒

素酸化物）、ＳＰＭ（浮遊粒子状物質）の削減が期待できる。 

 ※環境改善効果の貨幣価値換算結果は後述。 

 

 

 

 
※平成 42年交通量推計結果を用いて算出した試算値 

【図 渋滞緩和に伴う環境改善効果】 

 

 

2）主要交通拠点間のアクセス機能の向上 

2-1) 現状と地域の課題 

松山自動車道松山ＩＣなどが位置する松山市南東部地域と松山空港、松山港などが

位置する松山西部地域とのアクセスにおいては、慢性的な渋滞が生じている市内中心

部の主要幹線道路が主なルートとなっており、多大な渋滞損失によって物流・経済活

動にも大きな影響を及ぼしている。 
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【図 交通拠点間のアクセスルート】 

 

2-2) 整備効果 ～松山道松山ＩＣと松山空港と直結されアクセス時間の短縮～ 

本路線の整備により、松山 IC と松山空港とが直結し、現在の市内中心部の松山環

状線や県道松山空港線などを経由するルートに比べて所要時間が約１３分短縮され、

主要交通拠点（松山ＩＣ、松山空港、松山港）や公共施設・広域防災拠点（愛媛国際

物流ターミナル（I-LOT）、愛媛国際貿易センター（アイテム愛媛）、松山中央公園）な

ど、各拠点相互のアクセス機能が向上する。 

 
【図 松山 IC～松山空港のアクセスルートと所要時間】 

  

※整備前： 平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査 

※整備後： 平成 22 年度道路交通センサスに基づく平成 42 年将来 

         交通量推計結果を基に計算した試算値 

14 

 



3）緊急輸送道路ネットワークの形成と防災力の強化 

3-1) 現状と地域の課題 

松山市西南部地域においては、愛媛県地域防災計画にて愛媛国際貿易センター（ア

イテム愛媛）、県営総合運動公園、生涯学習センター、愛媛青少年ふれあいセンターが

広域防災拠点として、松山中央公園が市が指定する緊急避難場所兼防災備蓄倉庫とし

て、また、コスモ石油松山工場が内閣府「南海トラフ地震における具体的な応急対策

活動に関する計画」にて製油所・油槽所として位置付けられている。 

これら主要防災拠点施設と松山ＩＣや松山空港・松山港などの広域交通拠点とのア

クセスでは松山環状線や県道松山空港線など市内中心部の緊急輸送道路を経由する必

要があり、災害時には松山市南部の緊急輸送道路に車両が集中し、緊急輸送活動に支

障を及ぼす恐れがあるため、代替・補完路線の確保が課題となっている。 

 

 

3-2) 整備効果 ～一次緊急輸送路を補完し緊急輸送道路ネットワークの形成～ 

本路線の整備により、松山市内の緊急輸送道路網のウイークポイントである一次緊

急輸送道路の東西ルート軸を補完することで、強靭な緊急輸送道路ネットワークの形

成を図るとともに、愛媛県地域防災計画の広域防災拠点などと松山ＩＣや松山空港・

松山港など広域交通拠点とのアクセス機能を強化し、災害時の救命活動や物資輸送の

迅速化と円滑化が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 松山市南部の緊急輸送道路ネットワーク】 
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4）松山西部地域（南吉田町地区）の混雑度の改善 

4-1) 現状と地域の課題 

県道伊予松山港線のうち、渋滞のボトルネックとなっている県道松山空港線（旧空

港通り）との交差点付近については、主たる走行経路がクランク状となっており交差

点も近接していることから、長い滞留長が起因して大幅な旅行速度低下と渋滞損失が

発生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 県道伊予松山港線の渋滞状況】 

 

 

4-2) 整備効果 ～クランク交差点の解消による交通流の円滑化と混雑緩和～ 

本路線の整備により、ボトルネックとなっているクランク形状を解消し、円滑な交

通流が促され、滞留長の減少と交差点混雑の緩和が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 県道伊予松山港線～松山空港線の所要時間・混雑度の変化】 
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5）松山西部地域（南吉田町地区）の安全で快適な自転車・歩行者空間の創出 

5-1) 現状と地域の課題 

県道伊予松山港線は松山外環状道路空港線が整備される南吉田町地区において、片

側１車線の両側に幅員 0.75mの狭小な路肩と、片側のみに幅員 1.25mの狭小な歩道が

あるのみであり、大型トラックや大型コンテナ車の通行が多い本路線において、歩行

者及び自転車の通行の安全性が確保できていない危険な状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 県道伊予松山港線の歩行者等の通行状況】 

 

 

5-2) 整備効果 ～安全で快適な自転車・歩行者空間の創出～ 

本路線の整備により、現在の並行する県道伊予松山港線に代わり一般道路部の上り

線・下り線ともに幅員 3.0mの自転車歩行者道が確保され、快適で安全な自転車・歩行

者の通行空間が確保される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 一般道路部（側道部）の整備イメージ】 

 

 

 

 

・大型車の通行が多く自転車はやむをえず狭小な幅員の歩道内を通行 

（※歩道に自転車通行可の標識無し） 

・歩道が設置されていない上り線側において、狭小な路肩を歩いて通学している。 
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6）地域高規格道路自動車専用道路部へのアクセス向上 

もし、松山外環状道路空港線が自動車専用道路（高架部）のみの道路構造で、一般

道路側道部（（都）余戸北吉田線）が無い場合には、以下の現象が生じる。 

・自動車専用道路からは、沿道施設へ直接アクセスできない。 

・自動車専用道路によって地域が分断されるため、地域間の移動が制約される。 

 

 

 自動車専用道路（高架部）と併せて一般道路側道部（（都）余戸北吉田線）が一体的

に整備されることで、以下のような効果・機能がある。 

・併走する自動車専用道路（高架部）へのアクセス（乗り）が可能となる。 

・自動車専用道路（高架部）から沿道へのアクセス（降り）が可能となる。 

・自動車専用道路（高架部）によって分断される地域間の連絡が円滑になる。 

 

 

 

 

 

 

 

現状

自専道だけの場合 自専道

自専道 ランプ 側道 ボックス等

18 

 



（3）事業を巡る社会経済情勢等の変化 

  

① 人口の動向 

愛媛県全体の人口は減少傾向であるのに対し、対象路線が位置する松山都市圏の

構成市町（松山市・伊予市・東温市・松前町・砥部町）の人口はほぼ横ばいとなっ

ている。また、構成市町のうち松山市以外では平成 17年度を 100％とすると、約 2％

以上減少している。 

 

 

 

 

② 自動車保有台数の推移 

自動車保有台数は、愛媛県全体・松山都市圏ともほぼ横ばいである。松山市、東温

市、松前町では増加傾向を示している。 
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【図 松山都市圏と県全体の人口の推移】 【図 松山都市圏構成市町の人口の推移】 
（H17 を 100 とした場合） 

資料）愛媛県統計年鑑 

【表 人口の推移（H17～H28）】 （単位：人） 

【図 松山都市圏と県全体の自動車保有台数推移】 【図 松山都市圏の自動車保有台数の推移】 
（H16 を 100 とした場合） 

（単位：台） 【表 自動車保有台数の推移（H16～H28）】 

減少傾向 
(県全体) 

横ばい 
(都市圏) 

資料）愛媛県統計年鑑 

減少傾向 

微増 

横ばい 
(県・都市圏) 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

1,467,815 1,459,988 1,451,973 1,444,288 1,437,549 1,430,957 1,423,485 1,414,996 1,405,051 1,395,609 1,385,262 1,374,881
642,696 642,589 642,319 642,093 642,414 642,736 642,108 641,276 640,172 639,599 637,608 635,806

松山市 514,937 515,060 514,976 515,002 515,772 517,088 517,102 517,035 516,677 516,459 514,865 513,691
伊予市 39,493 39,188 38,962 38,708 38,487 38,022 37,801 37,518 37,286 37,036 36,827 36,457
東温市 35,278 35,342 35,506 35,498 35,447 35,280 35,116 34,909 34,678 34,650 34,613 34,417
松前町 30,564 30,595 30,536 30,510 30,518 30,355 30,187 30,117 30,008 30,011 30,064 30,010
砥部町 22,424 22,404 22,339 22,375 22,190 21,991 21,902 21,697 21,523 21,443 21,239 21,231

愛媛県計
松山都市圏

H16 H18 H20 H22 H24 H26 H27 H28

986,955 1,005,108 1,003,272 996,403 999,778 1,008,384 1,009,334 1,013,236
398,088 407,464 407,534 405,291 408,409 414,432 415,973 419,317

松山市 308,130 316,114 316,007 313,790 315,669 321,392 322,795 325,475
伊予市 28,363 28,744 28,565 28,437 28,435 28,683 28,522 28,700
東温市 24,935 25,495 25,661 25,817 26,122 26,320 26,616 26,804
松前町 19,932 20,394 20,519 20,494 20,638 20,979 21,028 21,207
砥部町 16,728 16,717 16,782 16,753 17,545 17,058 17,012 17,131

松山都市圏
愛媛県計
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③ 新規事業採択時より再評価実施までの周辺道路等の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 外環状道路インター線  

・平成２８年１２月 国道 33号～国道 56号 自動車専用道路部の全線開通 

■ 外環状道路空港線  

・平成２９年  ９月 国道 56号～県道伊予松山港線 一般道路部のみ開通 

■ 周辺道路の整備状況  

 ・平成２４年 ３月  （都）千舟町古川線 供用開始 

   ・平成２４年 ３月  （都）北久米和泉線 供用開始 

■ その他  

 ・平成１７年 １月  松山市 松山中央公園に競輪場を移設  

 ・平成２０年 ４月  松前町 大型ショッピングセンターオープン 

 

④ 地域（地元）の協力体制 

今後予定されている大規模工場施設の大型補償物件１件を除くと、平成 30 年度末

までに用地補償費ベースで約 86％が完了見込みであり、今年度予算において市道新玉

49号線（生石街道）までの用地取得をほぼ終える状況となっている。 

 

⑤ 周辺の公共施設 

松山ＩＣ、松山空港、松山港などの広域交通拠点、愛媛国際貿易センター（アイテ

ム愛媛）などの広域防災拠点、松山中央公園などの指定緊急避難場所兼防災備蓄倉庫、

愛媛国際物流ターミナル（I-LOT）などの物流拠点などが位置している。 

  

松山中央公園 

大型ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 

（都）千舟町古川線 

（都）北久米和泉線 
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⑥松山空港の需要の高まりと空港利用者への波及効果 

松山空港は本県における空の玄関口であり、現在は東京（羽田）、大阪（伊丹）を

はじめ日本各地９都市、上海、ソウルの海外２都市に定期便が運航され、全国で 14

番目、中四国で最も多い空港利用者数を誇り、平成 26年度以降４年連続で過去最高を

更新し、平成 29年度には初めて 300万人を突破したところである。 

県内居住者の松山空港への交通手段については、自家用車利用が約７割弱を占め、

特に東予居住者で 86％、南予居住者で 70％と高くなっており、また、空港までの交通

手段については、県内居住者・県外居住者ともに「時刻どおりの到着」「所要時間が短

い」を重視している傾向にある。 

本路線の整備により、松山ＩＣから松山空港への所要時間が約 13 分短縮されるほ

かに、雨天時や朝夕ラッシュ時など天候や時間帯で左右されやすい所要時間のバラツ

キ（出発時に見込む余裕時間）が小さくなるなど定時性や時間信頼性の向上につなが

り、自家用車やリムジンバスなどを交通手段とする空港利用者への波及的効果が期待

できる。 

 

 
資料）暦年・年度別空港管理状況調書及び愛媛新聞記事 

【図 松山空港利用者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）松山空港旅客ニーズ調査（平成 29年 1月松山空港利用促進協議会） 

【図 松山空港までの交通手段で重視すること（複数回答）】 

【うち県内居住者内訳別】 

 

 
資料）松山空港旅客ニーズ調査（平成 29年 1月松山空港利用促進協議会） 

【図 松山空港へ最後に利用した交通手段】 
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⑦港湾機能の強化とクルーズ船観光による物流・人流の交流拡大 

松山港は年間約 900tの貨物を扱う重要港湾で、平成 29年には松山港外港新ふ頭の

供用が開始され、ガントリークレーンの増設や水深 13m岸壁の整備により港湾機能の

更なる強化が図られており、コンテナ貨物の取扱量の増加が見込まれている。周辺の

西部地域には素材関連産業をはじめとする重化学工業地帯が形成されており、近傍に

は愛媛国際物流ターミナル（I-LOT）や、愛媛国際貿易センター（アイテム愛媛）が立

地し、物流や人流の拠点となっている。 

また、観光需要の面では、平成 31 年５月に大型クルーズ客船『ダイヤモンド・プ

リンセス』（11万 5,875トン、全長 290ｍ）の初寄港が決定し、今後大型クルーズ船観

光による観光客の増加や大幅な需要が見込まれている。 

 本路線の整備により、港湾拠点への所要時間が短縮され、物流や人流の経済活動へ

の波及的効果が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 松山港外港地区 完成イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：ﾌﾟﾘﾝｾｽ･ｸﾙｰｽﾞ日本版ｳｪﾌﾞｻｲﾄ 

【図 大型クルーズ客船「ダイヤモンド・プリンセス」】 

 

資料）H28港湾統計年報 

【図 松山港コンテナ貨物量】 

ダイヤモンド・プリンセスは乗客定員 2706人、

乗組員 1100人。欧米系の乗客が約半数を占め、

寄港地では乗客の半数以上がフリーで観光を

楽しみ、残る半数近くはオプショナルツアーに

参加するという。寄港１回あたりの直接消費額

は５千万円を超えるとされる。 

資料）産経 WEST：産経デジタル 

愛媛国際物流ターミナル（I-LOT） 愛媛国際貿易センター（アイテム愛媛） 

【関係者の声（物流業者 運転手）】 

松山市内を通過せずに松山ICにアクセス可能となり、毎日の運搬の定時性が確

保されるだけでなく、輸送時間の短縮、輸送コストの削減、日当たりの輸送回数

の増加による輸送量の拡大など、整備効果は大きいと期待している。 

また、市街地内を通過する必要がなくなり、歩行者・自転車との接触機会が減

少し、安全性の向上も期待している。 
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４．事業の進捗状況及び進捗の見込み                 

（1）事業の進捗状況 

本事業区間は、平成 21 年度に事業着手し、全体事業費 68 億円に対し、平成 30 年

度末の進捗率は、事業費ベースで約 69％見込となっている。 

用地買収については、今後予定されている大規模工場施設の大型補償物件１件を除

くと用地補償費ベースで約 86％が完了しており、（主）松山空港線（旧空港通り）前

後までの用地取得をほぼ終える見込みとなっている。 

平成 28 年度頃より県施行街路区間の本格的な道路改良工事に着手し、南側工区の

用地取得済区間から擁壁工事などの施工を順次進めており、今年度から堂之元川橋梁

（上下線分離橋）の下り線のＰＣ桁製作や橋台工事に着手している。 
 

道路改良工事の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路改良工事の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堂之元川橋梁工事の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県道伊予松山港線との暫定取付状況 

 

 
（2）再評価（着手後 10年経過継続中事業）となる主な要因 

松山外環状道路空港線は、自動車専用道路高架部と一般道路側道部との一体構造の

道路形態であり、また国・県・松山市との３者協同施行事業であることから、一体的

かつ円滑な道路整備・事業調整を図る必要がある。 

外環空港線全体の当初の整備目標として、「えひめ国体開催(H29)までに国道 56 号

～松山空港付近までの部分開通」を掲げており、事業全体の進め方においては、東・

南側工区に伊予鉄道跨線橋や洗地川橋梁などのコントロールポントがあることや、埋

蔵文化財包蔵区域が集中していることなどが考慮され、外環空港線の全体計画として、

国道 56号起点側の東・南側工区（余戸地区、東垣生地区）から集中的に順次、用地交

渉・取得手続きに着手してきたところである。 
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しかしながら、東・南側工区の用地取得にあたっては、買収予定地の価格や買収時

期（耕作・家屋移転）などの地元交渉や関係機関との調整に不測の時間を要したこと

や、本事業形態が３者協同施行事業のため、国と土地開発公社との調整の下、計画的

かつ地域毎に集約した地元説明会や用地交渉を実施してきたことから、本事業工区に

係る本格的な用地交渉の着手時期が後年度にずれ込む状況となったところである。 

また、東・南側工区の用地取得の遅れによって本事業工区の具体的買収時期の見通

しが不透明な状況が続いたことが起因して、大型事業所の補償交渉にも影響を及ぼし、

関係者との協議調整に時間を要したほか、松山外環状道路開通後の現県道の交通渋滞

や交通事故増加の懸念に対する対応策や、先線の将来計画などについての地元との調

整・協議に不測の時間を要したところである。 
 

 

 

 

（3）今後の事業進捗の見込み 

現在、本事業起点部から（主）松山空港線（旧空港通り）前後までの間の用地取得

をほぼ完了しており、引き続き、県道松山空港線(旧道)から終点間の用地買収の進捗

を図り、調整に時間を要した事業所の大型補償や北吉田町地区の交渉に着手する予定

である。 

また、道路改良工事については、南側工区の用地取得済区間から擁壁工事などの施

工を順次進めており、今年度から堂之元川橋梁（上下線分離橋）の下り線のＰＣ桁製

作や橋台工事に着手しており、概ね４ヵ年での橋梁工事完成を目指している。 

引き続き、残工区の用地取得及び道路改良工事を進め、平成 36 年度の全線完成供

用を目指している。 

自動車専用道路部 国土交通省
一 般 道 路 部 愛媛県(街) 松山市 愛媛県(道) 国土交通省

：ボトルネック工事
国体開催までの暫定開通

地元説明・用地買収時期
H21～H23～H24～

大型事業所

都市計画法事業認可　事業計画

年　度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28  H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

国土交通省 （※事業着手時当初）

愛媛県（道） （※事業着手時当初）

松山市 （※事業着手時当初）

愛媛県（街） （※事業着手時当初）

　県道伊予松山港線

　　　～県道松山空港線

　県道久米垣生線

　　～県道伊予松山港線

　県道松山松前伊予線

　　　～県道久米垣生線

　国道56号～

　（伊予鉄道郡中線）

　～県道松山松前伊予線

H29年9月 側道一般道路部 部分開通

用地買収（大型事業所・北吉田町）、自専道部高架工事測量・調査設計、埋文調査、用地買収（余戸地区）、側道部跨線橋工事

ＩＣランプ取合せ接続工事測量・調査設計、埋文調査、用地買収（余戸・東垣生地区）、側道部工事

測量・調査設計、埋文調査、用地買収（余戸地区）、側道部工事

用地買収（大型事業所・北吉田町）、側道部工事測量・調査設計、埋文調査、用地買収（南吉田地区）、側道部工事

24 

 



５．事業の投資効果（費用対効果分析）                 

（1）費用対効果分析について 

本事業は、自動車専用道路高架部と一般道路側道部との一体構造の道路形態である

松山外環状道路空港線の一部を形成するものであり、また、国・県・松山市との３者

協同施行事業である 

このため、本事業区間である一般道路側道部のみで成り立つ性格の事業ではなく、

一体的な整備を図る必要があり、またその整備効果についても一体的に計測・把握す

ることが重要であるため、本事業が一部を形成している松山外環状道路空港線として

費用対効果分析（費用便益分析）を検証する。 

 

（2） 費用対効果分析の算定条件 

本事業の投資効率を評価するため費用便益分析手法を用いることとし、事業継続に

よる投資効率性を評価する「残事業の投資効率性」と、事業全体の投資効率性を評価

する「事業全体の投資効率性」の両者による評価を実施する。 

費用便益分析については、「費用便益分析マニュアル（平成 30年 2月 国土交通省

道路局・都市局）」を用いることとし、一般的に十分な精度で計測が可能でかつ貨幣価

値換算化が可能な３便益（走行時間短縮便益・走行経費減少便益・交通事故減少便益）

を原則用いる。 

 

 1) 将来交通量算定の方法 

   当該路線は、道路網の発達した松山市街地内にあり、道路整備による影響は広

範囲に及ぶと考えられることから、将来交通量はネットワーク推計法により算定

する。 

ネットワーク推計法 

○OD 表 *1と道路ネットワークデータ *2を用いて、全ての交通の経路を推計した

うえで、路線別交通量を求める方法。  

○市街地など新しく整備された道路の影響が複数の並行路線やそれらと交差 

する路線など広範囲にわたる場合などに用いることが多い。  

*1：出発地（O：Origin）と目的地（D：Destination）との車等の流動を OD

と呼び、OD表は複数の出発地、目的地間の交通量を行列表としてとりま

とめたものである。 

将来の OD表は、四国地域の人口や経済の将来動向から算出している。 

*2：主要な道路網を模式的に整理したデータで延長や QV 式（交通量と速度

の関係式）の条件を反映している。 

 2)  計画交通量 

   対象路線の開通により交通量に変動が生じる範囲を対象に算出している。 

 3)  便益対象範囲 

   対象路線の開通により交通量や旅行速度等に変動が生じる主な範囲としている。 

 4)  基準年 

平成３０年度 
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（3） 総費用の算定 

   総費用の算定は、道路整備に要する事業費(用地費を含む)と維持管理に要する

費用を対象とする。 

道路整備に要する事業費は、工事費、用地費、補償費、間接経費等を対象とし、

維持管理に要する費用は、供用開始後 50年間に要する費用とする。 

物価変動分を除外するため、年次毎の事業費及び維持管理費を基準年次の実質

物価に変換(デフレート) し、さらに、社会的割引率(４％)を用いて現在価値化

した後、それらを合計したものが総費用となる。 

 

（4） 総便益の算定 

   便益の算定は、「①走行時間短縮便益」、「②走行経費減少便益」、「③交通事故減

少便益」の３項目を対象とし、供用開始後 50年間に発生する便益を、車種毎(乗

用車類・小型貨物車・普通貨物車)、年次毎に算定したうえで、物価変動分を除外

するための、基準年次の実質物価への変換(デフレート)、及び社会的割引率(４％)

を用いて現在価値化した後、それらを合計したものを総便益とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　① 走行時間短縮便益

　　　道路の整備・改良が行われない場合の走行時間費用から、道路の整備・改

　　良が行われる場合の走行時間費用を減じた差として算定する。

　　　時間価値原単位：自動車１台の走行時間が１分短縮された場合の時間の価

　　　　　　　　　　　値を平均賃金等より貨幣換算したもの。

　② 走行経費減少便益

　　　道路の整備・改良が行われない場合の走行経費から、道路の整備・改良が

　　行われる場合の走行経費を減じた差として算定する。

　　　走行経費原単位：自動車１台が１km走行するのに必要な走行経費を燃料費、

　　　　　　　　　　　油脂費、整備費等より、走行速度毎に算出したもの。

　  

　　　

　　

　　

　　　

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　

　　　

　　　

　　　　　　

走行時間費用
(円/年)

＝
車種別交通量

(台/日)
×

走行時間
(分)

×
時間価値原単位
(円/分・台)

×

走行経費
(円/年)

＝
車種別交通量

(台/日)
×

対象延長
(km)

×
走行経費原単位
(円/台・km)

×

365
(日)

365
(日)
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交通事故減少便益

走行経費減少便益

走行時間短縮便益
便益計測対象項目

 周辺道路も含め、道路整備による交通量等の変化に伴う、交通事故による社会的損失（運転
者、同乗者、歩行者に関する人的損害額、交通事故により損壊を受ける車両や構築物に関する物
的損害額等）が減少する効果を貨幣価値として算出したもの。

 周辺道路も含め、道路整備によって走行条件が改善されることによる走行に必要な経費（燃料費、
オイル費、タイヤ・チューブ費、車両整備費、車両償却費）の減少効果を対象として算出したもの。
 なお、走行時間に含まれない経費を対象として算出している。

 周辺道路も含め、道路整備によって走行時間が短縮される効果を貨幣価値として算出したもの。
内　容



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 費用便益比の算出 

 
 

なお、残事業の評価にあたっては、再評価時点までに発生した既投資分の 

  コストを事業費より減じて、費用便益比を算出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残事業

292
333
7.1
220
227費用（Ｃ）

費用便益比

便益額（Ｂ）

項目 事業全体
643
634
8.7
887
730
117
39
1.4

事業費

交通事故減少便益
走行経費減少便益
走行時間短縮便益

維持管理費

1.5
18
24

　  

　　　

　　

　　　

　　　　　　　　　　　

　  

　　　

　　

　　　

　　　　　　　　　　　

　③ 交通事故減少便益

　　　道路の整備・改良が行われない場合の交通事故による社会的損失から、道

　　路の整備・改良が行われる場合の交通事故による社会的損失を減じた差とし

　　て算定する。

　　　交通事故損失原単位：単路部１km当たりの平均事故件数（交差点１箇所当

　　　　　　　　　　　　　たりの平均事故件数）に、事故１件当たりの人身事

　　　　　　　　　　　　　故損失額、物損事故損失額、事故による渋滞損失額

　　　　　　　　　　　　　を乗じて算出したもの。

　　　Ｘ１：走行台キロ(千台・km/日)＝日交通量(千台/日)×対象延長(km)

　　　Ｘ２：走行台・交差点数(千台・箇所/日)＝日交通量(千台/日)×主要交差

　　　　　　点数(箇所)

Ｘ１ ＋
交通事故損失

原単位
(交差点部)

×
交通事故損失

(円/年)
＝

交通事故損失
原単位

(単路部)
× Ｘ２
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（6）３便益以外の整備効果・波及効果について 

本事業の投資効率を評価するための費用便益分析においては、5.(2)で述べたとお

り「費用便益分析マニュアル」に基づき、一般的に十分な精度で計測が可能でかつ貨

幣価値換算化が可能な３便益（走行時間短縮便益・走行経費減少便益・交通事故減少

便益）を用いて評価したが、３便益以外の整備効果・波及効果についても、原単位設

定があるものや研究段階ものについて貨幣価値換算の試算を行った。 

 

1）道路整備に伴う旅行速度向上による環境（CO2等）の改善効果 

旅行速度の向上によって改善される排出量を計測し、CO2 排出係数及び貨幣価値原

単位を用いて、整備前・後の CO2総排出量の差を便益に換算する手法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「公共事業評価の費用便益分析に関する技術
指針（共通編）」（H21.6)より】
CO2の貨幣価値原単位の計測方法について

は、当面、わが国の公共事業の評価において
は、被害費用に基づく方法を用いることとし、貨
幣価値原単位として「10,600円/t-C」（2006年価
格）を適用する。

【算定結果】松山外環状道路空港線

ＣＯ２排出削減量＝約5,000 ｔ-CO２／年
開通後50年間の便益額＝約１．７億円

※５，０００（ｔ－CO２） × １０，６００（円／ｔ－C）
× １２／４４ × １／１０6 ＝ ０．１４億円（単年度便益換算）
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ＣＯ２，ＮＯｘ，ＳＰＭの排出原単位 

小型 大型 小型 大型 小型 大型

5 437 1646 0.215 7.161 0.021757 0.521622

10 329 1372 0.193 5.826 0.015453 0.391885

15 237 1099 0.175 4.493 0.010130 0.262064

20 210 1014 0.168 4.084 0.009810 0.236774

25 188 929 0.150 3.553 0.008227 0.204713

30 171 856 0.133 3.115 0.006971 0.179832

35 159 794 0.119 2.757 0.005968 0.159921

40 150 742 0.107 2.472 0.005183 0.143874

45 142 700 0.097 2.257 0.004595 0.131079

50 137 668 0.090 2.109 0.004194 0.121167

55 133 645 0.086 2.027 0.003970 0.113903

60 131 632 0.084 2.010 0.003919 0.109131

65 130 629 0.085 2.057 0.004037 0.106743

70 131 634 0.088 2.168 0.004323 0.106662

75 133 649 0.094 2.343 0.004773 0.108830

80 136 674 0.103 2.580 0.005386 0.113207

85 140 707 0.114 2.881 0.006162 0.119758

90 146 750 0.128 3.244 0.007100 0.128459

ＣＯ２（g-CO2/km・台） SPM（g/km・台）NOx（g/km・台）平均走行速度
(km/h）

 

※平成２２年値（２０１０年値） 

※設定速度間の原単位は直線補完により設定する。 

※一般道路については 60km/h、高規格・地域高規格道路については 90km/hを超える速度について

は、それぞれ 60km/h、90km/hの値を用いる。 

※排出原単位における「小型」は乗用車及び小型貨物、「大型」は普通貨物及びバスを指す。 

   

 出典：国土技術政策総合研究所資料 第 671 号「道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の算

定根拠（平成 22年度版）」 



2）渋滞緩和に伴う定時性の向上や道路利用者の時間信頼性の向上効果 

目標時間に到着するため、移動時間のバラツキを余裕時間として見込むことは、道

路利用者が被る負の便益（マイナス効果）であり、特に雨天時や朝夕ラッシュ時など

天候や時間帯で左右されやすく、交通状況や渋滞に大きく影響する。 

道路整備に伴う交通の分散や渋滞の緩和が図られることによって、到着時間や所要

時間のばらつきが小さくなることで、同ルートの時間信頼性が上がり、道路利用者の

時間的・経済ストレスの緩和される効果を計測する手法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）その他道路の役割と効果（３便益＋α） 

 

 

 

総費用(C) 総便益(B)
費用対効果(Ｂ/C)
（ ）内は残事業B/C

参考①（３便益） 643億円 887億円 1.4 （1.5）

参考②（その他の道路の役割を考慮） 643億円 887億円＋α －

○市街地内の混雑が緩和され、救急搬送の時間短縮により救命される効果
○自然環境・沿道環境への影響を考慮した効果

［ 約５,０００ｔ／年(０．９％)のＣＯ２削減 ］【１．７億円】
［ 約１．２ｔ／年(１．９％)のＳＰＭ削減 ］【２．７億円】
［ 約１７ｔ／年(１．５％)のＮＯｘ削減 ］【０．４億円】
整備に伴う旅行速度向上による自然環境・沿道環境の改善効果を算出

○ 時間信頼性の向上による時間的経済損失や心理的ストレスの改善効果
［ 移動時間のばらつきが約０．１４分(約５８％)短縮 ］【２８．７億円】

○ 時間短縮と時間信頼性向上による空港利用客の満足度向上効果
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６．コスト縮減や代替案等の可能性                   

本事業区間は、平成 21 年度に事業着手して以降、測量設計・用地買収を着実に進

め、平成 28年度頃より県施行街路区間の本格的な道路改良工事に着手し、当初計画の

全体事業費から変更なく事業を推進している。 

昨今の上昇傾向にある労務単価や材料価格の動向を注視し引き続きコスト縮減の

実施に取り組む。 

 

７．そ の 他                            

① 第六次愛媛県長期計画への位置付け 

・広域・高速交通ネットワークの整備として、地域高規格道路松山外環状道路の

事業推進により幹線道路網の整備に努める。 

・快適な暮らし空間の実現として、松山外環状道路の整備により、幹線道路にお

ける交通渋滞や歩行者の危険解消と、交通の円滑化による環境負荷の低減を図

り、快適で魅力あるまちづくりを推進する。 
  
② 松山広域都市計画区域マスタープラン（H16.3策定、H29.4改訂）への位置付け 

・地域の連携・交流・連結を支援するため、地域高規格道路松山外環状道路を放

射環状型道路網の新たな路線として配置し、整備推進を図る。 
 
③ 松山都市圏道路整備促進期成同盟会からの要望 

・松山市・伊予市・東温市・松前町・砥部町の首長で構成される松山都市圏道路

整備促進期成同盟会において、整備促進要望を受けている。 

 

８．対応方針（素案）                         

○ 都市計画道路余戸北吉田線については、松山外環状道路空港線と一体となって、 

松山ＩＣ・松山空港・重要港湾松山港の各主要拠点相互のアクセス性の向上や 

松山西部地域と中心部との人流・物流の促進に寄与する事業である。 
 
○ 松山市中心部の交通分散や渋滞緩和、歩道空間の創出による歩行者･自転車の 

安全確保に寄与する事業である。 
 
○ 費用便益分析マニュアルに基づく３便益を用いた費用便益比(Ｂ／Ｃ)が事業 

全体・残事業ともに１を超えており、マニュアル３便益以外にも多岐多様に 

わたる整備効果が期待できる事業である。 

  ・旅行速度の向上による沿道環境の改善効果（CO2や NOxなどの削減効果） 

  ・渋滞緩和や定時性の向上による道路利用者の時間信頼性の向上効果 

  ・救急医療施設への搬送時間の短縮による救命率の向上効果 

以上から、当該事業の完成に向けて 『 事業継続  』 といたしたい。 
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９．事 業 概 要 対 比 表 
 

都市計画街路事業 

(都)余戸北 

吉田線 

新規採択時 

評価 

(注 1) 

再評価 

(事業採択後 10 年) 

平成 30年度 

再々評価 

(再評価実施後５年) 

 

前回評価から 

の変更理由 

事

業

概

要 

計画延長等 

計画延長 1.3.kｍ 

車道幅員 6.0ｍ 

（総幅員 21.5ｍ） 

計画延長 1.3.kｍ 

車道幅員 6.0ｍ 

（総幅員 21.5ｍ） 

  

総事業費 

（百万円） 
6,810 6,810   

投資事業費 

（百万円） 
－ 

4,676 

（H30 年度末見込） 
  

進捗率 

（％） 
－ 68.7   

完成予定 

年度 
平成 28 年度 平成 36年度  

用地交渉着手時期な

どの事業計画変更や

用地交渉時の地元調

整・協議に不測の時

間を要した 

事

業

の

投

資

効

果 

(注 2) 

Ｂ／Ｃ － 
事業全体  1.4 

残事業   1.5 
  

総費用Ｃ 

（億円） 
－ 

事業全体  643 

残事業   227 
  

総便益Ｂ 

（億円） 
－ 

事業全体  887 

残事業   333 
  

注１：事業化当時は新規採択時評価未実施のため、都市計画法事業認可の内容を記す。 
注２：事業の投資効果については、松山外環状道路空港線全体として評価 

31 
 


	01【個表】余戸北吉田線（仮セット版）181204
	02【説明資料】余戸北吉田線（仮セット版）181204
	03【対比表】余戸北吉田線（仮セット版）181204_P31に修正

